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今後の電気保安規制に係る課題認識
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第２４回電力安全小委員会資料

 電気事業法を中心とした電気保安規制は、事業者の保安レベルの向上及び事
故率の低減の推移を見極めつつ、平成７年以降、国による直接的な検査によ
る規制から自己責任原則を重視した安全規制（自主保安）へと徐々に転換。

 一方で、電力システム改革の進展及び再エネ発電設備の導入拡大等を受け、
電気事業を取り巻く環境は大きく変化。

① FIT（固定価格買取制度）によって発電事業者が急増。発電事業者により
保安レベルに大きな違い。

② 発電部門の完全自由化により、発電部門の競争市場は成熟。これに伴い、
保安を含めた電力品質確保とコスト低減の両立が必要。

③ 改正電気事業法（エネルギー供給強靱化法）により分散型電力システムを
担う新たなプレーヤー（配電事業者やアグリゲーター）を規定。その位置づ
けについて、保安面からの整理が必要。

④ 事故の原因分析から再発防止・水平展開へ繋げていくスキームを適切に確
立していくため、事故報告の対象範囲についての検討が必要。

 上記のような環境変化の中、我が国全体の電気保安の制度設計について、基
礎から改めて検討・検証をすべき。
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電気保安規制の見直しに向けた検討の方向性①

 昨年12月の電力安全小委員会において、昨今の電気保安業界をとりまく環境変化を踏
まえ、下記３つの方針の下で電気保安規制全般を見直す旨、御了解をいただいたところ。

 今後、本方針に基づき、具体的な制度設計や対応案を検討していく。あわせて、実態調
査等が十分なものや規制の明確化など足下で対応可能なものは、速やかに実施していく。

多様化する事業者・事業形態を踏まえた保安規制の合理化方針１

 官民双方の行政手続コストを低減し、かつ電気保安規制の執行に必要十分な情報を取得
することができる仕組みへと改善。

電気事業改革により創設された新たなプレイヤーの位置づけの整理方針２

 改正電気事業法により創設された新たなプレーヤー（アグリゲーター、配電事業者）に係る
電気保安上の取扱いを整理・明確化。

電気事故報告を再発防止へと繋げるスキームの整備方針３
 リスクに応じて事故報告対象となる電気工作物を再整理するとともに、事故報告制度の

電子化及びNITEによる事故事例の分析機能等の強化を推進。

関連項目 資料２ 火力発電所における遠隔常時監視制御の導入
資料４ 安全管理審査のオンライン化の推進
資料５ 電気主任技術者制度の見直し、電気工作物のスマート化の推進 等

関連項目 資料８ 配電事業制度に係る保安面の課題

関連項目 資料７ NITEによる事故報告の分析強化や立入検査
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電気保安規制の見直しに向けた検討の方向性②

 ３つの方針に基づいて検討を深化させるため、今後、以下の点について丁寧に調査。
(1) 電気保安関係者からの制度改革ニーズの把握
(2) 各制度の制度趣旨・目的、これまでの改正経緯等の整理
(3) 他分野や諸外国における同種の制度設計の整理

 まずは、昨年中に電気保安業務に従事する団体・事業者からいただいた制度改革
ニーズについて分類・整理。

＜電気保安関係者から寄せられた制度改革ニーズの分類＞

（１）電気保安規制の要件見直し
例：保安レベルの高い事業者へのインセンティブの導入

主任技術者制度における要件緩和

（２）対象設備や規模水準の見直し
例：工事計画届出義務の対象範囲の見直し

（３）行政手続の合理化
例：電子申請の拡充、書類様式の統合



要望類型（１）電気保安規制の要件見直し

 電気保安に従事する事業者の保安への取組やスマート化技術の導入状況等を評価し、設備や保
安体制が十分に確立された事業者に対し、インセンティブを付与すべき、との御意見をいただいた。

 再エネ設備等の設置拡大やスマート化技術の進展等を踏まえ、主任技術者の配置要件等の緩和
や検査周期等の延長などのご要望をいただいた。
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 電気主任技術者の統括制度における「２時間以内の
現場到達」の要件緩和

 電気主任技術者の統括と兼任の併用、事業場要件
の緩和（事業場数、電圧等）

 第３種電気主任技術者が取り扱うことができる電圧
区分の拡大

 ＢＴ主任術者の配置要件の緩和

＜主任技術者制度＞

 外部委託制度における「２時間以内の現場到達」
の要件緩和

 外部委託可能な電気工作物の拡大（発電所出力、
受託件数等）

 SCADA等の遠隔監視技術導入に伴う太陽電池発
電所の点検頻度の見直し

＜外部委託承認制度＞

 受審者の保安力に応じた安全管理審査のメリハリや
インセンティブ期間の延長

 運転時間や起動回数が少ないボイラー等の定期事
業者検査の時期延長・年限制約の撤廃

 点検周期の「メーカー指定への周期」への変更
（例：風力の構造ボルトは１年周期と設定）

 一般電気工作物の定期調査業務の合理化

＜安全管理審査・定期事業者検査等＞

＜事業者の保安力の評価＞

 事業者の保安力の評価方法の確立、保安レベルの高
い事業者へのインセンティブの導入

例：保安規程の届出変更について、（変更都度ではなく）数
年に一度等の定期提出への移行

事業者による検査実施時期の決定の容認



要望類型（２）対象設備・規模水準の見直し

 工事計画届出、安全管理審査、事故報告等について、各制度の本来の趣旨・目的に照らし、改
めて各制度における対象設備や規模水準を再検討すべき、との御意見を多くいただいた。

 また、各制度間で対象設備や規模水準で差異があるところ、その整合性を再確認すべき、との御
意見をいただいた。

 送電線路の工事計画届出対象となる閾値の見直し

 変電所の届出対象機器の見直し

 同電圧同容量取替を対象外へ
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＜工事計画届出＞

 対象設備の範囲の見直し（例：コロナノイズ及び
放送波電界強度測定）

 登録安全管理審査機関が担う対象設備の対象
拡大
※現行は、使用前：火力のみ

定期 ：火力、風力

＜安全管理審査＞

 主要電気工作物の事故であって、軽微と判断可能
な場合の条件の明確化（例：早期復旧する簡易
なトラブル）

 事故報告と工事計画届出や他法令（例：国民
保護法）における対象設備・規模の整合

 電事法39条2項の規定に照らして妥当な主要電
気工作物の範囲の再設定（例：電力用コンデン
サー、水圧管路の路面及び側壁等）

＜事故報告＞



要望類型（３）行政手続の合理化

 保安規程の変更届出に係る合理化、工事計画の届出における必要書類の重複排除やプロセスの
ワンスオンリー化を実現すべき、との御意見をいただいた。

 また、諸手続の電子化（オンライン化）による口数削減のニーズも多く寄せられた。

 保安規程の変更は事業者の責の下で都度実施する
一方、国への変更届出は（変更の都度ではなく）数
年に一度等の定期提出へ移行
※保安レベルの高い事業者限定

 字句修正等の軽微な変更の届出不要化

 水力発電所における機器センサーやAI等を活用した
点検ルールの明確化

＜保安規程＞

 工事計画届出と電気工作物変更届出（電気事業
法第9条）の内容や添付資料の重複排除

 風力発電に係る届出確認の円滑化
• 審査基準の明確化
• 第３者認証機関と専門家会議の重複の排除
• 電事法・港湾法・船舶安全法の審査一本化

 施行規則別表第３に規定された記載事項や添付資
料の見直し・省略（例：電磁誘導電圧計算書）

 太陽電池発電設備の支持物強度を向上させる場合
には事前届出を事後届出へ

 届出後の工事着工制限期間（30日）の短縮

＜工事計画届出＞

 申請書類のワンスオンリー化

 工事計画届出、電気事故報告の電子化（システムへ
の入力・申請）※保安規制に関する全ての手続は、保安ネットの

簡易申請において申請・届出書のPDF送付が可能

 安全管理審査のオンライン化及びオンライン審査実施
に必要な技術的要件の整理

 人事異動に伴う電気主任技術者の選任・解任届出の
廃止

＜その他（電子化等）＞
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（参考）「保安力」の構成要素

 事業者の保安レベルの高さに応じて制度上の取扱に差を設けるためには、「保安力」の評価方法
を確立する必要がある。

 安全管理審査における制度上のインセンティブ付与のための審査項目や、他分野における事例を
参考にすることが有効。

（例：石油精製等の分野では、「現場保安力」の定義及びその評価軸等をマトリクスで整理）

＜「現場保安力」マトリクスシート＞

 現場保安力構成要素（横軸）
∗ 事故の予防や事故発生時の影響・被害の局
限化をはかるプラント現場の安全の潜在能力

• 経営層の安全理念・方針の理解
• プロセス・作業の危険性理解
• 設備・機器の健全性維持と作業の安全
化

• 異常の予兆検知
• 異常発生時の適切な対処
• 事故発生時の被害の局限化

 現場保安力強化要素（縦軸）
∗ 健全に、かつ、適切に運営・維持されることによ
り現場保安力の向上・強化につながる要素

• 現場の主体安全活動
• マネジメント
• 組織風土
＊47の小項目（強化実施項目）

出所：平成２７年度石油精製業保安対策事業（現場保安力維持・向上に向けた調査・分析）報告書

＜火力設備等における
安全管理審査の調査項目＞

種別
法定審査
６項目

継続的な
検査実施
体制

保守管理
体制

高度な
取組

システムＳ ○ ○ ○ ○

システムＡ ○ ○ ○ －

システムＢ ○ ○ － －

個別 ○ － － －

【電気保安】

【石油精製分野等】
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（参考）現行の電気保安規制体系

事業者 国

保安規程の作成・届出・遵守

主任技術者の選任・届出（電気、BT）

工事計画の届出

事故報告等

技
術
基
準
へ
の
適
合
維
持
義
務

保
安
規
程
に
基
づ
く
自
主
保
安

使用前自主検査

溶接事業者検査

定期事業者検査

計
画
段
階

工
事
段
階

運
用
段
階

保安規程変更命令

工事計画変更命令

使用前安全管理審査

定期安全管理審査

報告徴収
立入検査
技術基準適合命令

結果の届出使用前自己確認

外部委託


